
１．重要な会計方針 
 
 (1)引当金の計上基準 
 
  徴収不能引当金 

 未収入金等の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上することと
している。 

 
  退職給与引当金 
     法人及び大学の教職員については、期末要支給額 710,594,798円を基にして、私立大学 
   退職金財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額を加減した金額の 100 
  ％を計上している。 

幼稚園の教職員については、各人について、期末要支給額 11,508,990円より東京都私学 
    財団の交付金相当額が不足する場合の差額を合計した額を計上している。 
 
  (2)その他の重要な会計方針 
 

 有価証券の評価基準及び評価方法 
       移動平均法に基づく原価法である。 
 
     外貨建資産の本邦通貨への換算基準 
       外貨建資産については、取得時の為替相場により円換算している。 
 

預り金その他経過項目に係る収支の表示方法 
 預り金に係る収入と支出は相殺して表示している。 

 
２．重要な会計方針の変更等 
 
    無し 
 
３．減価償却額の累計額の合計額             4,802,470,042円 
   
４．徴収不能引当金の合計額                  0円 
 
５．担保に供されている資産の種類及び額  土地   15,903,803円 
 
６．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 
                                             133,320,000円 
 
７．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項 
   
  有価証券の時価情報                                                    (単位 円) 

 
 

種  類 
 

 
            当年度（平成２６年３月３１日） 
 
貸借対照表計上額 

 
時  価 

 
差  額 

 
時価が貸借対照表計上額を 
 
超えるもの 

 
                 

4,628,315,000 
 

 
                 

4,930,641,300 
 

 
                  

302,326,300 
 

 
時価が貸借対照表計上額を 
 
超えないもの 

 
                 

332,472,099 

 
            

307,626,016 
 

 
             

△24,846,083 
 

 
       合   計 
 

 
4,960,787,099 

 

 
5,238,267,316 

 

 
277,480,217 

 
 
   
 
 
 
 



 
 
デリバティブ取引 
 
 デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益                 (単位 円） 

 
         
   種類 
 
 

 
              当年度（平成２６年３月３１日） 
 
契約額等 
 

 
契約額等の 
うち１年超 

 
 時価 
 

 
 評価損益 
 

 
市場取引以外の取 
 
引複合金融商品 
 

 
 

346,130,000 
 
 

 
 

346,130,000 
 
 

 
 

466,200,000 
 
 

 
 

120,070,000 
 
 

 （注１）時価の算定方法 取引証券会社から提示された価格によっている。 
 
 （注２）デリバティブ取引の利用目的 資金運用目的 
 
  主な外貨建資産                                         （単位 円） 

 
 
科  目 

 

 
 

外 貨 額 
 

 
貸借対照表 
計  上  額 
    

 
年度末日の為 
替相場による 
円換算額 

 
換算差額 

 

 
流動資産 
（普通預金） 
 

 
 
米ドル3,491.12 

 

 
 

409,608 
 

 
 

359,306  
 

 
 
△50,302 

 
 
 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リー 
ス取引 
   ① 平成２１年４月１日以降に開始したリース取引 
      該当なし。 
 
   ② 平成２１年３月 31日以前に開始したリース取引 
       該当なし。 
 
  関連当事者との取引 
 
    関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。 

（単位 円） 
 
属性 
 
 
 

 
役員、 
法人等 
の名称 
 

 
住所 
 
 

 
資本金 
又は出 
資金 
 

 
事業の 
内容又 
は職業 
 

 
議決権 
の所有 
割合 
 

 
関係内容 

 
取引の 
内容 
 
 

 
取引額 
 
 
 

 
勘定 
 
科目 
 

 
 期末残高 
 
 
 

 
役員の 
兼任等 

 
事業上の

関係 
 
理事長 
 
 
 
 

 
藤井耐 
 
 
 
 
 

 
－ 
 
 
 
 
 

 
  － 
 
 
 
 
 

 
 － 
 
 
 
 
 

 
 － 
 
 
 
 
 

 
 － 
 
 
 
 
 

 
  － 
 
 
 
 
 

 
日本私立学校

振興・共済事

業団からの借

入金に対する

被保証 (注1) 

 
 
 
 
 
 
 
    － 
 
 
 
 
 
 
 

 
－ 
 
 
 
 
 

 
  － 
 
 
 
 
 

 
理事 
 
 
 
 
 
 

 
新津重

幸 
 
 
 
 
 

 
－ 
 
 
 
 
 
 

 
  － 
 
 
 
 
 
 

 
 － 
 
 
 
 
 
 

 
 － 
 
 
 
 
 
 

 
 － 
 
 
 
 
 
 

 
  － 
 
 
 
 
 
 

 
日本私立学校

振興・共済事

業団からの借

入金に対する

被保証 (注1) 
 

 
－ 
 
 
 
 
 
 

 
  － 
 
 
 
 
 
 

（注１）当法人は日本私立学校振興・共済事業事業団からの借入に対して債務保証を受けている。
なお、保証料の支払いは行っていない。 

                                                                                              以 上 

 
 
 


